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はじめに

 平成28年に発生した熊本地震は２度に亘る震度７（ 前震：4月14日、本震：4月16
日）を記録、その後も４千回以上の地震が発生し、熊本県・大分県を中心とした九州
各地に深刻な被害をもたらすと同時に、九州経済にも大きな影響を与えた。

 経済産業省・中小企業庁・九州経済産業局は、発災直後から地元自治体や商工団体、
金融機関など各支援機関と連携し、被災事業者の復旧・復興支援を行ってきたが、令
和２年10月に中小企業等グループ補助金の最後の交付決定を行い、熊本地震に特化し
た当省の予算措置は令和２年度末をもって終了。今後は各種支援施策を活用しつつ、被
災事業者の方々に寄り添った支援を実施する。

 以下、当局で実施してきた発災後５年間の支援を総括する。
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【熊本地震と九州経済】
１．熊本地震と被害状況
２．九州経済への影響
３．熊本県・大分県への影響

【これまでに実施した支援】
４．主な動きと九州経済産業局の取組
５．熊本地震被災事業者を対象に実施し

てきた主な支援
① ワンストップ特別相談会の開催
② 中小企業等グループ補助金

③ 小規模事業者持続化補助金（熊本地
震型）

④ 商店街震災復旧等事業
⑤ 中小企業組合共同施設等復旧事業
⑥ 被災中小企業・小規模事業者への資金
繰り支援（金融支援）

⑦ その他の支援策

（参考）仮設店舗整備（中小企業基盤
整備機構の事業）

（参考）九州ふっこう割（観光庁事業）

【復旧・復興事例】

【今後の取組について】

＜その他参考資料＞

［ 構 成 ］



熊本地震と九州経済
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２－１．九州経済への影響（全体）

 熊本地震の発生により、熊本県を中心に九州地域の経済は深刻な打撃を受け
たものの、復旧・復興が速やかに進展したことにより、その影響は概ね一時的なも
のに留まった。

 生産は、発生直後は落ち込みが見られたものの、設備の復旧等により早期に回
復。その後は自動車や半導体を中心としたグローバル需要の拡大を背景に、生
産は被災前を上回る水準で推移。

 観光は、宿泊施設の復旧や「ふっこう割」等の支援により早期に回復。その後も
インバウンド需要等により概ね地震前と同等以上の水準を維持。

 雇用は、全国的な人手不足に加え、熊本県では復興需要もあり、地震による
影響は特に見られない。

 なお、令和２年からは新型コロナウイルス感染症の影響が幅広い業種で生じて
いる。


























